
令和７年度 第１回上郡町行財政組織等審議会 次第

日時：令和７年９月２２日(月) １０時～

場所：第１委員会室

１ 開会

２ 町長あいさつ

３ 委嘱状交付

４ 会長選出

５ 会長あいさつ

６ 議事

⑴ 第７次行政改革大綱に基づく推進計画の進捗状況について

⑵ 第８次行政改革大綱（骨子案）について

⑶ 第８次行政改革大綱策定スケジュールについて

７ 閉会



第７次行政改革大綱推進計画進捗状況 資料１

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

数値
目標

町債残高 △300,000千円 町債残高 △300,000千円 町債残高 △300,000千円 町債残高 △300,000千円 町債残高 △300,000千円

進捗
状況

町債残高 △74,527千円
(一般会計ベース)

町債残高 △476,115千円
（一般会計ベース）

町債残高△450,531千円 町債残高△516,450千円

取組
内容

辺地内の町道整備のため辺地総合計画を見直した。
町債発行及び残高については、認定こども園の整備等
により目標には達しなかったものの、元金償還額
930,280千円に対し、新規発行分855,753千円と下回っ
ており、公債費の抑制に努めた。（一般会計ベース）

98,647千円の繰上償還の実施や、元金償還額914,784
千円に対し新規借入額438,669千円と発行抑制を行っ
た結果、町債残高が目標を上回り476,115千円減少し
た。

32,163千円の繰上償還の実施や、新規借入抑制（新規
借入額387,793千円＜元金償還額838,324千円）を行っ
た結果、町債残高が目標を上回り450,531千円減少し
た。

58,267千円の繰上償還の実施や、新規借入抑制（新規
借入額386,610千円＜元金償還額903,060千円）を行っ
た結果、町債残高が目標を上回り516,450千円減少し
た。

引き続き新規発行額が元金償還額を下回るよう発行抑
制を行い、町債残高の減少に努める。

数値
目標

財政調整基金取崩額 0千円 財政調整基金取崩額 0千円 財政調整基金取崩額 0千円 財政調整基金取崩額 0千円 財政調整基金取崩額 0千円

進捗
状況

財政調整基金取崩額 0千円 財政調整基金取崩額 0千円 財政調整基金取崩額260,000千円 財政調整基金取崩額106,665千円

取組
内容

町税・交付税の増額、他会計への操出金の減などによ
り実質収支が大きく増加したことにより、財政調整基
金の取崩しをすることなく決算を迎えた。

交付税の増額、令和3年度決算剰余金の令和4年度への
繰り越し等により実質収支が増加し、財政調整基金の
取り崩しをすることなく決算を迎えた。

町有地上の産業廃棄物処分経費として260,000千円を繰り入
れたが、その他財政運営経費として予算上予定していた
27,702千円は交付税の増額や令和4年度決算剰余金の繰り越
し等により実質収支が黒字となり取り崩さず決算を迎えた。

普通交付税の減額等から171,054千円の繰入予算を措置して
いたが、令和5年度決算剰余金の積み立てや、歳出の執行残
等により106,665千円の繰り入れに留め、年度末残高もR5年
度末より増加した。

地方財政収支等に留意し、今後の収入見込みを的確に
把握し、引き続き歳出執行の抑制を図るべく執行管理
の徹底に努める。

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

数値
目標

総合計画各施策数値目標達成率 60％ 総合計画各施策数値目標達成率 70％ 総合計画各施策数値目標達成率 80％ 総合計画各施策数値目標達成率 90％ 総合計画各施策数値目標達成率 100％

進捗
状況

総合計画各施策数値目標達成率　72.7％ 総合計画各施策数値目標達成率　82.9％ 総合計画各施策数値目標達成率　86.1％ 総合計画各施策数値目標達成率　95.2％

取組
内容

住民満足度調査や総合計画前期基本計画の進捗結果を
踏まえ、関係課へのヒアリングを実施し、重点化すべ
き分野への新規・拡充事業提案の促進を図った。

計画初年度である総合計画後期基本計画及び総合戦略
の実績を踏まえ、計画の効果的、効率的な推進に努め
た。

計画初年度である総合計画後期基本計画及び総合戦略
の実績を踏まえ、計画の効果的、効率的な推進に努め
た。

計画初年度である総合計画後期基本計画及び総合戦略
の実績を踏まえ、計画の効果的、効率的な推進に努め
た。

総合計画後期基本計画及び総合戦略の実績を踏まえ、
計画の効果的、効率的な推進に努める。

数値
目標

効果が見込める連携事業実施率 100％ 効果が見込める連携事業実施率 100％ 効果が見込める連携事業実施率 100％ 効果が見込める連携事業実施率 100％ 効果が見込める連携事業実施率 100％

進捗
状況

効果が見込める連携事業実施率　91％ 効果が見込める連携事業実施率　91％ 効果が見込める連携事業実施率　100％ 効果が見込める連携事業実施率　100％

取組
内容

広域市町で連携事業に積極的に取り組んでいるが、新
型コロナウィルスの影響により、実施できなかった事
業（移住相談会）もあり、目標達成には至らなかっ
た。

広域市町で連携事業に積極的に取り組んでいるが、新
型コロナウィルスの影響により、実施できなかった事
業（移住相談会）もあり目標達成には至らなかった。

定住自立圏構想等において、必要に応じ各市町の共通
課題解決に繋がる連携事業の実施に向けた協議を行っ
た。

広域市町で連携事業に積極的に取り組み、必要に応
じ、各市町の共通課題解決に繋がる協議を行った。

広域市町で連携事業に積極的に取り組み、必要に応
じ、各市町の共通課題解決に繋がる協議を行う。

年度
計画

検討 → → → →

進捗
状況

検討 検討 検討中止 検討中止 検討中止

取組
内容

兵庫県が試行的にフリーアドレスを実施しており、本
町への導入可能性を探るため、兵庫県から資料を徴取
し、導入経費や効果を参考とした。

全国でフリーアドレス制の導入が検討されるなかで、
初期コストの大きさや導入によるデメリットも語られ
るようになってきているなかで、今年度、具体的な検
討までは至らなかった。

兵庫県が試行導入している新しい働き方モデルオフィ
スの検証結果によると、コミュニケーションや情報量
不足の課題があった。これらの環境整備に対して効果
は限定的であるため、フリーアドレスの導入検討は中
止する。

検討中止 検討中止

年度
計画

検討 → → → →

進捗
状況

検討 検討 検討休止 検討休止

取組
内容

たつの市を中心とする西播磨自治体クラウド検討会を
設置し検討を行っていたが、国からシステム標準化及
びGov-Cloudの実施方針が示されたため、近隣市町で
の検討は休止する。

国が示す自治体情報システムの標準化・共通化に係る
手順書に基づき、現行システムの概要及び所要額の調
査を実施。システムを標準化し国の用意したガバメン
ト・クラウド上に構築することとなるため、複数自治
体協定に基づく自治体クラウドの導入検討は休止す
る。

検討休止 検討休止 検討休止

１．健全な財政運営

　(1) 中長期的な財政の健全化

行　　動　　年　　度

　(2) 基本事業・事務事業の継続的改善及び効率化

行　　動　　年　　度

担当課名 主に取り組む事項 区分

財 政 管 理 課

（継）町全体の債務の抑制
　起債にあたっては、できるだけ地
方交付税の算入率の高い地方債を活
用することと同時に、借入総額を抑
制し、町債残高の増加を抑える。ま
た、過去に借り入れた高利率の町債
の一括償還を進める。

財 政 管 理 課

（継）適正な基金残高の確保
　毎年度の予算編成を歳入に見合っ
た歳出とすることで、安易に財政調
整基金の取り崩しを行わず、基金残
高を増加させる。

担当課名 主に取り組む事項 区分

企 画 広 報 課

（継）行政評価の活用
　総合計画の施策内での経営資源
（ヒト、モノ、カネ）の事務事業の
重点化の判断を行い、総合計画を効
果的に推進するための行政評価（施
策評価）を実施する。

企 画 広 報 課

（継）広域連携の推進
　東備西播定住自立圏構想や連携中
枢都市圏構想等の中で、広域連携が
可能な業務について研究し、各分野
における広域連携を積極的に実施す
る。

企 画 広 報 課

（新）フリーアドレスの導入検討
　新たな発想と挑戦に取り組む環境
整備、業務効率化・能率化の向上を
図るため、フリーアドレス制の導
入、職場レイアウトの変更を検討す
る。

総 務 課

（新）自治体クラウドの導入検討
　情報システム経費の削減や住民
サービスの向上、災害等発生時の業
務継続等の観点から、近隣市町との
共同利用による自治体クラウド導入
を検討する。

1



第７次行政改革大綱推進計画進捗状況 資料１

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

数値
目標

増収額 500千円 増収額 500千円 増収額 500千円 増収額 500千円 増収額 500千円

進捗
状況

増収額　1,814千円 増収額　2,283千円 増収額　1,871千円 増収額　2,699千円

取組
内容

引き続き、以下により課税を強化する。
太陽光発電設備を中心とした償却資産の国税資料の閲
覧、現地調査、申告勧奨を行う。
評価漏れ家屋について、調査を行い課税を行った。
高田台地区の車庫・倉庫について航空写真等での調査
を行った。
町民税について「住所地課税」の調査を強化する。
（住所地課税…上郡町の居住者で住民登録がないもの
調査し、それらの者が住民登録をしている市区町村と
協議を行う。最終的に上郡町で課税を行う。）

引き続き、以下により課税を強化した。
太陽光発電設備を中心とした償却資産の国税資料の閲
覧、現地調査、申告勧奨を行った。
評価漏れ家屋について調査を行い、課税を行った。
高田台地区については、現場確認等を行い課税客体で
あるかの調査を行ったが、検討の結果課税対象として
は困難であった。
町民税について「住所地課税」の調査を強化した。
（住所地課税…上郡町の居住者で住民登録がないもの
調査し、それらの者が住民登録をしている市区町村と
協議を行った。最終的に上郡町で課税を行う。）

引き続き、以下により課税を強化した。
太陽光発電設備を中心とした償却資産の国税資料の閲
覧、現地調査、申告勧奨を行った。
評価漏れ家屋について調査を行い、課税を行った。

町民税について「住所地課税」の調査を強化した。
（住所地課税…上郡町の居住者で住民登録がないもの
を調査し、それらの者が住民登録をしている市区町村
と協議を行った。最終的に上郡町で課税を行う。）

引き続き、以下により課税を強化した。
太陽光発電設備を中心とした償却資産の国税資料の閲
覧、現地調査、申告勧奨を行った。
評価漏れ家屋について調査を行い、課税を行った。

町民税について「住所地課税」の調査を強化した。
（住所地課税…上郡町の居住者で住民登録がないもの
を調査し、それらの者が住民登録をしている市区町村
と協議を行い、最終的に上郡町で課税を行った。）

以下により課税を強化する。
太陽光発電設備を中心とした償却資産の国税資料の閲
覧、現地調査、申告勧奨を行う。
評価漏れ家屋について調査を行い、課税を行う。

町民税について「住所地課税」の調査を強化する。
（住所地課税…上郡町の居住者で住民登録がないもの
を調査し、それらの者が住民登録をしている市区町村
と協議を行う。最終的に上郡町で課税を行う。）

数値
目標

強制徴収債権現年度課税分収納率 98.7％ 強制徴収債権現年度課税分収納率 98.8％ 強制徴収債権現年度課税分収納率 98.9％ 強制徴収債権現年度課税分収納率 98.9％ 強制徴収債権現年度課税分収納率 99.0％

進捗
状況

強制徴収債権現年度課税分収納率 99.3％ 強制徴収債権現年度課税分収納率 99.3％ 強制徴収債権現年度課税分収納率 99.3％ 強制徴収債権現年度課税分収納率 99.4％

取組
内容

徴収対策研修会等への出席や市町間相互併任による赤
相ＴＳマネジメント会議にて困難案件の解決策を検証
するなどし滞納整理技術の向上を図った。また、上郡
町徴収対策連絡会議にて研修会を開催し、強制徴収公
債権を取り扱う部署の職員間で滞納整理技術の共有に
努め、単年度の目標達成に至った。

徴収対策研修会等への出席や市町間相互併任による会
議にて困難案件の解決策を検証するなどし滞納整理技
術の向上を図った。また、上郡町徴収対策連絡会議に
て研修会を開催し、強制徴収公債権を取り扱う部署の
職員間で滞納整理技術の共有に努めた。

徴収対策研修会等への参加や市町間相互併任による県
と併任市町との連携により滞納整理の技術向上や強化
を図った。また、上郡町徴収対策連絡会議にて研修会
を開催し、町職員間で滞納整理技術の向上に努めた。

徴収対策研修会等への参加や市町間相互併任による県
と併任市町との連携により滞納整理の技術向上や強化
を図った。また、上郡町徴収対策連絡会議にて研修会
を開催し、町職員間で滞納整理技術の向上に努めた。

徴収対策研修会等への参加や市町間相互併任による県
と併任市町との連携により滞納整理の技術向上や強化
を図り収納率の向上に努める。また、上郡町徴収対策
連絡会議にて研修会を開催し、町職員間で滞納整理技
術の向上に努める。

数値
目標

現年分徴収率 90.0％ 現年分徴収率 90.0％ 現年分徴収率 90.1％ 現年分徴収率 90.2％ 現年分徴収率 90.3％

進捗
状況

現年分徴収率 94.1％ 現年分徴収率 94.0％ 現年分徴収率 94.2％ 現年分徴収率 92.6％

取組
内容

・訪問又は来庁による徴収
・定期的な督促催告
・悪質事案にかかる弁護士を通じた法的措置等

・訪問又は来庁による徴収
・定期的な督促催告
・悪質事案にかかる弁護士を通じた法的措置等

・訪問又は来庁による徴収
・定期的な督促催告
・悪質事案にかかる弁護士を通じた法的措置等

・訪問又は来庁による徴収
・定期的な督促催告
・悪質事案にかかる弁護士を通じた法的措置等

・訪問又は来庁による徴収
・定期的な督促催告
・悪質事案にかかる弁護士を通じた法的措置等

数値
目標

土地売り払い 1件
貸付額 12,000千円

土地売り払い 1件
貸付額 12,000千円

土地売り払い 1件
貸付額 12,000千円

土地売り払い 1件
貸付額 12,000千円

土地売り払い 1件
貸付額 12,000千円

進捗
状況

土地売り払い 7件
貸付額　12,514千円

土地売り払い 3件
貸付額　13,103千円

土地売り払い 3件貸付額　13,285千円
土地売り払い 3件
建物売り払い　2件
貸付額　11,894千円

取組
内容

土地7件（法定外3件・先着順1件・その他3件）を
9,101千円で売却。新たに廃校で2件（旧鞍居小・旧
梨ヶ原小）の貸付を実施した。

土地3件（法定外2件・その他1件）を632千円で売却。
新たに廃校で2件（旧梨ヶ原小）の貸付を実施した。

土地3件（法定外2件・先着順1件）を5,073千円で売
却。廃校等の新たな貸付はできなかった。

障害者支援センター及び旧高田幼稚園の土地・建物並
びに駅前土地の先着順売払1件を46,940千円で売却。
廃校等の新たな貸付はできなかった。

引き続き町ホームページ、広報誌等への売却可能町有
地の掲載や貸付を実施する。

数値
目標

収入額 1,000千円 収入額 1,000千円 収入額 1,000千円 収入額 1,000千円 収入額 1,000千円

進捗
状況

収入額　56千円 収入額　315千円 収入額　104千円 収入額　291千円

取組
内容

住民課モニター、自動販売機2台の使用料及び広報紙
等の有料広告掲載料。
その他新たな増収につながる取組には至っていない。

住民課モニターと自動販売機2台の使用料及び広報紙
等の有料広告掲載料。
その他新たな増収につながる取組には至っていない。

住民課モニターと自動販売機2台の使用料及び広報紙
等の有料広告掲載料。
その他新たな増収につながる取組には至っていない。

住民課モニターと自動販売機3台の使用料及び広報紙
等の有料広告掲載料。
職員厚生室の自動販売機1台の使用料が増となった。

新たな自主財源確保策について、引き続き検討する

数値
目標

運用益 1,500千円 運用益 1,500千円 運用益 1,500千円 運用益 1,500千円 運用益 1,500千円

進捗
状況

運用益 2,084千円 運用益 2,380千円 運用益 2,950千円 運用益 3,442千円

取組
内容

歳計現金については、毎月の資金収支計画を基に余剰
資金を把握し、金融機関毎の利率等情報収集を行った
上で効率的に運用を行った。基金についても、定期預
金及び公債による運用を行った。

歳計現金については、毎月の資金収支計画・入金状況
の分析により余剰資金を把握し、定期預金等効率的に
運用を行った。基金については基金残高を勘案し、安
定的に運用益を得るよう公債を買い増した。

歳計現金については、毎月の資金収支計画を基に余剰
資金を把握し、金融機関毎の利率等情報収集を行った
上で効率的に運用を行った。基金についても、定期預
金及び公債による運用を行った。

歳計現金については、毎月の資金収支計画・入金状況
の分析により余剰資金を把握し、定期預金等効率的な
運用を行った。基金についても、定期預金と公債によ
る運用を行った。

歳計現金については、毎月の資金収支計画・入金状況
の分析により余剰資金を把握し、定期預金等効率的な
運用を行う。基金についても、定期預金と公債による
運用を行っていく。

　(3) 財源の確保

行　　動　　年　　度
担当課名 主に取り組む事項 区分

税 務 課

（継）課税客体の的確な把握
　賦課調査の強化により、的確な課
税客体の把握に努め、税収増を図
る。

税 務 課
国保介護支援課

上 下 水 道 課
教 育 推 進 課

（継）町税等の収納率向上及び滞
納繰越金の縮減
　滞納者の個々の経済状況を把握
し、兵庫県税務課や市町間相互併任
市町(相生市・赤穂市)との連携を図
り、滞納処分の強化による収納率の
向上に努め、税負担の公平性の確保
を図る。また、関係課で設置する上
郡町徴収対策連絡会議にて研修等を
行い、滞納整理技術のレベルアップ
を図る。

建 設 課

（新）町営住宅使用料の徴収率向
上及び滞納繰越金の縮減
　厳しい収納環境の中、滞納者に対
する早期の催告を実施し、特に悪質
な滞納者については明渡訴訟の提起
等によって徴収率の向上に取り組
む。

財 政 管 理 課

（継）町有地の売却と有効活用
　町有地の有効活用を一環として、
民間企業などへの貸付を行う。ま
た、活用見込みのない未利用地は、
処分を進めていく。

財 政 管 理 課
関 係 課

（継）広告料等新たな財源確保
　窓口封筒、広報誌等、全庁的に幅
広く広告掲載料を収納するとともに
行政財産への自動販売機設置等によ
る自主財源の確保に努める。

会 計 課

（継）資金運用による財源確保
　今後の資金需要を考慮しながら、
大口定期預金等の定期性預金や国
債、地方債、政府保証債等の債権等
の元本が保証された商品で運用を行
い、自主財源の確保に努める。

2



第７次行政改革大綱推進計画進捗状況 資料１

年度
計画

検討 → → → →

進捗
状況

検討 検討 検討 検討

取組
内容

公共施設総合管理計画の改訂を行ったが、施設使用料
の見直しは行わなかった。
また、下水道使用料について、令和2年度より地方公
営企業法が適用されたことから、使用料の適正化につ
いて検討を進めた。（令和6年4月での使用料改定を検
討）

今年度は具体的な検討はできなかった。各公共施設等
の利用実態等を把握し、使用料改訂の検討を進める。
また、下水道使用料の見直しについて、庁内協議（町
長・財政係）を実施した。

下水道使用料の見直しについて、庁内協議（町長）及
び審議会を実施し、令和７年度まで現行使用料を据え
置くこととした。なお、令和８年度以降の下水道使用
料について、今後も改定の必要性に関する検証を継続
して実施することとした。

令和８年度以降の下水道使用料改定の必要性につい
て、上下水道事業計画審議会に諮問した。

令和８年度以降の下水道使用料改定の必要性につい
て、上下水道事業計画審議会から答申を受け、使用料
改定の実施を検討する。

年度
計画

検討・見直し → → → →

進捗
状況

検討 検討 検討 検討

取組
内容

被交付団体の予算状況等を勘案して、適切な補助金の
支出を行った。

被交付団体の予算状況等を勘案して、適切な補助金の
支出を行った。

被交付団体の予算状況等を勘案して、適切な補助金の
支出を行った。

被交付団体の予算状況等を勘案して、適切な補助金の
支出を行った。

次年度予算編成時に被交付団体の予算執行状況などを
ヒアリングし、必要に応じて見直しを行う。

数値
目標

寄付金額 150,000千円 寄付金額 150,000千円 寄付金額 150,000千円 寄付金額 150,000千円 寄付金額 150,000千円

進捗
状況

寄附金額 171,159千円 寄付額　172,485千円
寄付額　138,720千円

（内　企業版　1,300千円）
寄付額　60,160千円

（内　企業版　10,200千円）

取組
内容

お礼品の充実、各サイトでの掲載写真等の改良を行う
とともに、新たなふるさと納税サイト及び企業版ふる
さと納税の導入を行った。

更なるお礼品の充実化を図り、新たな寄附サイトの導
入を３件行った。企業版ふるさと納税の募集を開始
し、３事業者から寄附をいただいた。

登録事業者とお礼品の種類増を図り、ふるさと産品登
録事業者３件、お礼品12品を新たに登録した。
企業版ふるさと納税　４件

ポータルサイトの充実等に向けた中間事業者の選定を
行った。登録事業者とお礼品の種類増を図り、ふるさ
と産品登録事業者４件、お礼品34品を新たに登録。現
地決済型ふるさと納税１件導入。企業版ふるさと納税
実績３件。

新たな中間事業者と連携し、新規事業所及びお礼品の
登録増を目指す。備前市と連携し共通返礼品を考案す
る。
企業版ふるさと納税のPR及びガバメントクラウドファ
ンディングの実施を検討する。

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

年度
計画

実施 公共建築物の縮減　1,000㎡ 公共建築物の縮減　1,000㎡ 公共建築物の縮減　1,000㎡ 公共建築物の縮減　1,000㎡

進捗
状況

公共建築物の縮減　884.51㎡ 公共建築物の縮減　0㎡ 公共建築物の縮減　500.51㎡ 公共建築物の縮減　1,034.27㎡

取組
内容

総合管理計画を改訂し、新たな目標を設定した。
老人憩いの家4件（山野里・苔縄・大枝新・金出地）
を地元自治会に移管した。

旧上郡幼稚園舎の解体撤去に向けた設計業務を実施。
令和5年度に業者選定をして解体撤去する。駅前住宅
を地域交流施設として活用するため、企画広報課に移
管した。

旧上郡幼稚園舎の解体撤去に向けた入札を実施し、解
体工事を実施。旧高田幼稚園の売却に向けた都市計画
法上の適法化事務を実施。

障害者支援センター及び旧高田幼稚園を売却した。旧
山野里幼稚園の解体撤去に設計業務を実施した。

総合管理計画に基づき、施設保有量の縮減を推進す
る。

数値
目標

基金積立額 4,000千円 基金積立額 4,000千円 基金積立額 4,000千円 基金積立額 4,000千円 基金積立額 4,000千円

進捗
状況

基金積立額 5,271千円 基金積立額 6,328千円 基金積立額 6,744千円 基金積立額 6,744千円

取組
内容

用途廃止により普通財産となった施設について利活用
の募集を行い、新たに2件（鞍居小学校・梨ヶ原小学
校）の貸付を実施した。

用途廃止により普通財産となった施設について利活用
の募集を行い、新たに2件（梨ヶ原小学校）の貸付を
実施した。

用途廃止により普通財産となった施設について利活用
の募集を行い、旧船坂小学校の優先交渉事業者を決定
して交渉を進めたが、契約には至らなかった。

普通財産となった施設について各種媒体を活用したPR
を行った。問い合わせが複数件あったため、今後も積
極的な情報発信を行う。

引き続き普通財産となった施設について各種媒体を活
用したPRを行い、積極的な売却、貸付等を実施する。

数値
目標

町営住宅入居率 61.5％ 町営住宅入居率 61.5％ 町営住宅入居率 61.6％ 町営住宅入居率 61.7% 町営住宅入居率 61.8％

進捗
状況

町営住宅入居率 57.5％ 町営住宅入居率 56.8％ 町営住宅入居率 54.6％ 町営住宅入居率 50.0％

取組
内容

・老朽住宅の用途廃止に向け、現住者への退去の勧奨
及び別住宅への入居を斡旋。
・ハイツカメリアの大規模改修工事の設計を実施。

・老朽住宅の用途廃止に向け、現住者への退去の勧奨
及び別住宅への入居を斡旋。
・ハイツカメリアの大規模改修工事を実施。

・老朽住宅の用途廃止に向け、現住者への退去の勧奨
及び別住宅への入居を斡旋。
・ハイツあゆみA棟の改修工事事前調査業務を実施。

・老朽住宅の用途廃止に向け、現住者への退去の勧奨
及び別住宅への入居を斡旋。
・ハイツあゆみA棟の改修工事設計監理業務を実施。

・老朽住宅の用途廃止に向け、現住者への退去の勧奨
及び別住宅への入居を斡旋。
・ハイツあゆみA棟の改修工事を実施。

　(4) 公共施設等ファシリティマネジメントの推進

行　　動　　年　　度

企 画 広 報 課
関 係 課

（継）使用料及び手数料の見直し
　全ての使用料・手数料について、
受益者負担の適正化のため、今後の
物価の動向等を注視しながら必要に
応じて見直しを検討する。下水道事
業について、地方公営企業法が適用
されたことから、使用料の適正化に
ついて検討する。

企 画 広 報 課
関 係 課

（継）補助金の見直し
　被交付団体の財務・業務状況調査
と補助効果を点検し、必要に応じて
見直しを検討する。

地 域 振 興 課

（新）ふるさと納税の推進
　ふるさと納税の趣旨を踏まえ、返
礼品の登録推進や効果的なPR、企業
版ふるさと納税の導入等により財源
の確保に努める。

担当課名 主に取り組む事項 区分

財 政 管 理 課
関 係 課

（継）施設・資産の有効活用
　『上郡町公共施設等総合管理計
画』に基づき、各公共施設の利用実
態、利用状況から統廃合等及び移管
の検討と実態にあった使用料の適正
化を図る。

財 政 管 理 課

（継）公共施設長寿命化のための
財源確保
　債務の抑制などの財政健全化と並
行して、公益施設管理運営基金の積
み増しを行う。

建 設 課

（新）町営住宅の適正戸数管理
　『上郡町営住宅長寿命化計画』に
基づき、必要に応じ用途廃止等を行
い、需要に即した供給量の確保、適
切な維持管理とトータルコストの低
減を図る。
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第７次行政改革大綱推進計画進捗状況 資料１

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

年度
計画

検討 → → → →

進捗
状況

検討 検討 検討 検討

取組
内容

公共施設等総合管理計画の改訂に伴った各施設の利用
実態の把握に取り組めず、指定管理者の導入可能性に
ついて検討を進められなかった。

指定管理者制度の活用を図るための各施設の利用実態
などの調査研究までは至らず、具体的な検討はできな
かった。

指定管理者制度の活用を図るための各施設の利用実態
などの調査研究までは至らず、具体的な検討はできな
かった。

指定管理者制度の活用を図るための各施設の利用実態
などの調査研究までは至らず、具体的な検討はできな
かった。

引き続き、本町における施設の運営実態を適切に把握
し、指定管理者制度の効果的な活用を検討する。

年度
計画

検討 → → → →

進捗
状況

検討 検討 検討 検討

取組
内容

証明書等のコンビニ交付を導入したことや窓口業務へ
のAI・RPAの導入を検討しており、職員の関わるべき
業務を精査した。

AI・RPAの導入による業務のICT化の推進状況を検証
し、職員が関わるべき業務の精査を進めた。

AI・RPAの導入による業務のICT化の推進状況を検証
し、引き続き職員が関わるべき業務の精査を行う。
令和６年度から子育て世帯への相談支援業務の窓口一
本化に向けて、こども家庭センターの設置と保健セン
ターの本庁舎移転の準備を進める。

AI・RPAの導入や電子申請拡大による業務のICT化の推
進状況を検証し、引き続き職員が関わるべき業務の精
査を行った。

AI・RPAの導入による業務のICT化や電子申請拡大によ
る住民サービス向上を推進することで、窓口業務改革
に取り組み開庁時間の見直しについて検討していく。

年度
計画

実施 → → → →

進捗
状況

実施 実施 実施 実施

取組
内容

安全安心の推進と健康的な生活の実現を目指して、大
塚製薬株式会社と連携協定を締結した。

持続可能な地域づくりを目指して、瀬戸内サニー株式
会社と連携協定を締結した。町が直面する課題を解決
するため引き続き取り組む。

連携協定を締結した早稲田大学人間科学学術院及び瀬
戸内サニー株式会社の協力のもと、持続可能な地域づ
くりに取り組んだ。

明治安田生命保険(株)と健康増進に関する連携協定締
結。早稲田大学人間科学学術院及び瀬戸内サニー株式
会社と連携協定に基づく持続可能な地域づくりに取り
組んだ。

㈱トーハンとの本を通じた連携協定締結を目指す。
協定済の関係者と継続的に連携事業を推進していく。

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

数値
目標

経費回収率（供給単価／給水原価）　100％ 経費回収率（供給単価／給水原価）　100％ 経費回収率（供給単価／給水原価）　100％ 経費回収率（供給単価／給水原価）　100％ 経費回収率（供給単価／給水原価）　100％

進捗
状況

経費回収率（供給単価／給水原価）128.8％ 経費回収率（供給単価／給水原価）106.8％ 経費回収率（供給単価／給水原価）109.0％ 経費回収率（供給単価／給水原価）101.0％

取組
内容

アセットマネジメント計画を策定し、施設の重要度・
老朽化度を踏まえ、優先順位を設定し投資の平準化を
図りながら、健全経営及び安全な水の供給に取り組
む。

アセットマネジメント計画及び令和３年度に改定した
経営戦略に基づき、施設の重要度・老朽化度を踏ま
え、優先順位を設定し投資の平準化を図りながら、健
全経営及び安全な水の供給に取り組んだ。

アセットマネジメント計画及び経営戦略に基づき、施
設の重要度・老朽化度を踏まえ、優先順位を設定し投
資の平準化を図りながら、健全経営及び安全な水の供
給に取り組んだ。

アセットマネジメント計画及び経営戦略に基づき、施
設の重要度・老朽化度を踏まえ、優先順位を設定し投
資の平準化を図りながら、健全経営及び安全な水の供
給に取り組んだ。

アセットマネジメント計画及び経営戦略に基づき、施
設の重要度・老朽化度を踏まえ、優先順位を設定し投
資の平準化を図りながら、健全経営及び安全な水の供
給に取り組む。経営戦略の中間見直しを実施する。経
費節減のため、上水道料金と下水道使用料の一括徴収
を実施する。

数値
目標

経費回収率（使用料／汚水処理費（公費負担除く）　
80％

経費回収率（使用料／汚水処理費（公費負担除く）　
80％

経費回収率（使用料／汚水処理費（公費負担除く）　
80％

経費回収率（使用料／汚水処理費（公費負担除く）　
80％

経費回収率（使用料／汚水処理費（公費負担除く）　
90％

進捗
状況

経費回収率（使用料／汚水処理費（公費負担除く）
83.6％

経費回収率（使用料／汚水処理費（公費負担除く）
84.2％

経費回収率（使用料／汚水処理費（公費負担除く）
84.1％

経費回収率（使用料／汚水処理費（公費負担除く）
82.2％

取組
内容

包括民間委託等を採用し、民間のノウハウを活かした
効率的な執行管理や施設の安全運転と保守管理をおこ
なう。

包括民間委託等を採用し、民間のノウハウを活かした
効率的な執行管理や施設の安全運転と保守管理をおこ
なった。

包括民間委託等を採用し、民間のノウハウを活かした
効率的な執行管理や施設の安全運転と保守管理をおこ
なった。

包括民間委託等を採用し、民間のノウハウを活かした効率的
な執行管理や施設の安全運転と保守管理を行った。令和８年
度以降の下水道使用料改定の必要性について、上下水道事業
計画審議会に諮問した。処理施設経費低減のため、岩木浄化
センターと八保浄化センターの廃止準備をした。

包括民間委託等を採用し、民間のノウハウを活かした効率的
な執行管理や施設の安全運転と保守管理をおこなう。
経費節減のため、上水道料金と下水道使用料の一括徴収を実
施する。令和８年度以降の下水道使用料改定の必要性につい
て、上下水道事業計画審議会から答申を受け、使用料改定の
実施を検討する。岩木浄化センターと八保浄化センターの廃
止準備をする。

数値
目標

新規加入者 50件 新規加入者 50件 新規加入者 50件 新規加入者 50件 新規加入者 50件

進捗
状況

新規加入者 55件 新規加入者　70件 新規加入者　49件 新規加入者　42件

取組
内容

定住支援策と連携を図りながら、加入促進キャンペー
ンを実施するなど、新規加入者の確保を促進した。

定住支援策と連携を図りながら、加入促進キャンペー
ンを実施するなど、新規加入者の確保を促進した。

定住支援策と連携を図りながら、加入促進キャンペー
ンを実施するなど、新規加入者の確保を促進した。

定住支援策と連携を図りながら、加入促進キャンペー
ンを実施するなど、新規加入者の確保を促進する。

定住支援策と連携を図りながら、加入促進キャンペー
ンを実施するなど、新規加入者の確保を促進する。

数値
目標

一般会計からの繰入金 0千円 一般会計からの繰入金 0千円 一般会計からの繰入金 0千円 一般会計からの繰入金 0千円 一般会計からの繰入金 0千円

進捗
状況

一般会計からの繰入金 0千円 一般会計からの繰入金 0千円 一般会計からの繰入金 0千円 一般会計からの繰入金 0千円

　(5) 民間活力の活用促進

行　　動　　年　　度

　(6) 公営企業等の経営健全化

行　　動　　年　　度

担当課名 主に取り組む事項 区分

企 画 広 報 課
関 係 課

（継）指定管理者制度の活用
　公共施設等の管理運営について最
適な主体、方法により、サービスの
維持・向上に取り組むため、さらな
る指定管理者制度の導入を検討す
る。

企 画 広 報 課
関 係 課

（新）窓口サービスの見直し検討
　業務のスリム化、住民サービスの
向上を図るため、窓口業務の包括的
な民間委託による新たな窓口サービ
スを検討する。

企 画 広 報 課
関 係 課

（新）金融機関等との連携・協働
　町の活性化に資することを目的と
して、金融機関をはじめとする民間
事業者と連携・協力が可能な分野に
おいて、取組を共同して進める。

担当課名 主に取り組む事項 区分

上 下 水 道 課

（新）上水道事業の健全経営の維
持
『上郡町水道事業経営戦略』に基づ
き、施設や管路の老朽化等への対応
を図るとともに、健全経営に取り組
む。

上 下 水 道 課

（継）下水道事業の経営健全化
『上郡町下水道事業経営戦略』に基
づき、施設の維持管理経費等今後見
込まれる多額の費用負担への対応と
して民間のノウハウを積極的に活用
するなど、経営の合理化を図る。

総 務 課

（新）ケーブルテレビ管理運営事
業の健全運営
　設備の維持管理や更新等、町ケー
ブルテレビ事業の安定的な継続運営
を図るため、新規加入者を確保す
る。

住 民 課

（新）公営墓園事業の健全運営
　一般会計からの繰入れを行わず、
墓地永代使用料等により運営してお
り、引き続き、計画的な事業運営に
努める。
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第７次行政改革大綱推進計画進捗状況 資料１

取組
内容

現在、区画で空いている箇所の使用率増加を目指し広
報、ホームページ等で使用者の募集を周知し販売促進
に取り組んだ。

現在、区画で空いている箇所の使用率増加を目指し広
報、ホームページ等で使用者の募集を周知し販売促進
に取り組んだ。

現在、区画で空いている箇所の使用率増加を目指し広
報、ホームページ等で使用者の募集を周知し販売促進
に取り組んだ。

現在、区画で空いている箇所の使用率増加を目指し広
報、ホームページ等で使用者の募集を周知し販売促進
に取り組んだ。

現在、区画で空いている箇所の使用率増加を目指し広
報、ホームページ等で使用者の募集を周知し販売促進
に取り組む。

努める。
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第７次行政改革大綱推進計画進捗状況 資料１

数値
目標

保険者努力支援制度取組評価一人あたり交付金　県平
均以上

（県平均　2,041円）

保険者努力支援制度取組評価一人あたり交付金　県平
均以上

保険者努力支援制度取組評価一人あたり交付金　県平
均以上

保険者努力支援制度取組評価一人あたり交付金　県平
均以上

保険者努力支援制度取組評価一人あたり交付金　県平
均以上

進捗
状況

保険者努力支援制度取組評価一人あたり交付金
2,318円（県下7位）

保険者努力支援制度取組評価一人あたり交付金
2,287円（県下8位）

保険者努力支援制度取組評価一人あたり交付金
2,248円（県下11位）

保険者努力支援制度取組評価一人あたり交付金
1,934円（県下33位）

取組
内容

保険者努力支援制度の取り組みの中で、現在できてい
る指標については、継続して取り組んだ。

保険者努力支援制度の取り組みの中で、現在できてい
る指標については、継続して取り組み、できていない
指標については、人員等を鑑み、できる範囲で積極的
に取り組んだ。

保険者努力支援制度の取り組みの中で、現在できてい
る指標については、継続して取り組み、できていない
指標については、人員等を鑑み、できる範囲で積極的
に取り組んだ。

保険者努力支援制度の取り組みの中で、現在できてい
る指標については、継続して取り組み、できていない
指標については、人員等を鑑み、できる範囲で積極的
に取り組んだ。

保険者努力支援制度の取り組みの中で、現在できてい
る指標については、継続して取り組み、できていない
指標については、人員等を鑑み、できる範囲で積極的
に取り組むようにする。また、保健部局との連携を密
にする。

数値
目標

保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援
交付金に係る評価指標に基づく得点合計　全国平均以

上
（全国平均　1,273点）

保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援
交付金に係る評価指標に基づく得点合計　全国平均以

上

保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援
交付金に係る評価指標に基づく得点合計　全国平均以

上

保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援
交付金に係る評価指標に基づく得点合計　全国平均以

上

保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援
交付金に係る評価指標に基づく得点合計　全国平均以

上

進捗
状況

保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援
交付金に係る評価指標に基づく得点合計

1,605点

保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援
交付金に係る評価指標に基づく得点合計

1,510点

保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援
交付金に係る評価指標に基づく得点合計

1,460点

保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援
交付金に係る評価指標に基づく得点合計

424点

取組
内容

保険者機能の強化に向けた取組としてケアプラン点検
を実施、介護予防・重度化防止に向けた取組としてフ
レイル予防教室や短期集中型の通所型サービス事業を
実施する。

保険者機能の強化に向けた取組としてケアプラン点検
を実施、介護予防・重度化防止に向けた取組としてフ
レイル予防教室や短期集中型の通所型サービス事業を
実施する。また高齢者の保健と介護予防の一体的実施
準備事業も実施した。

保険者機能の強化に向けた取組としてケアプラン点検
を実施した。介護予防・重症化防止に向けた取組とし
て、いきいき百歳体操・ボランティアポイント事業や
短期集中型の通所型サービス事業を実施した。また、
高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施として、ポ
ピュレーション・ハイリスクアプローチを推進すると
ともに短期集中型の訪問型サービス準備事業に着手し
た。

保険者機能の強化に向けた取組としてケアプラン点検
を実施した。介護予防・重症化防止に向けた取組とし
て、いきいき百歳体操（体験講座）・ボランティアポ
イント事業や短期集中型の通所型・訪問型サービス事
業を実施した。また、高齢者の保健事業と介護予防の
一体的実施として、ポピュレーション・ハイリスクア
プローチを推進した。

保険者機能の強化に向けた取組としてケアプラン点検
を実施する。介護予防・重症化防止に向けた取組とし
て、いきいき百歳体操（継続・立ち上げ支援）・ボラ
ンティアポイント事業や短期集中型の通所型・訪問型
サービス事業を実施する。また、高齢者の保健事業と
介護予防の一体的実施として、ポピュレーション・ハ
イリスクアプローチの推進を継続する。

２．質の高い行政運営

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

数値
目標

研修参加率 100% 研修参加率 100% 研修参加率 100% 研修参加率 100% 研修参加率 100%

進捗
状況

研修参加率 92.4% 研修参加率 92.8% 研修参加率　93.3％ 研修参加率　93.3%

取組
内容

Web研修などを活用したが、コロナの影響で研修に参
加できない者もおり、目標達成には至らなかった。

Web研修などを活用し、積極的な派遣を行う予定だっ
たが、コロナの影響で研修に参加できない者もおり、
目標達成には至らなかった。

体調不良により参加できない者がおり、目標達成に至
らなかった。

体調不良や特例業務等のため参加できない者がおり、
目標達成に至らなかった。

研修機会の確保に努めるとともに、自己選択による研
修への積極的な参加を促し、各職員の自己研鑽意識を
高めていく。

数値
目標

年次休暇平均年間取得数 10日 年次休暇平均年間取得数 10日 年次休暇平均年間取得数 11日 年次休暇平均年間取得数 11日 年次休暇平均年間取得数 12日

進捗
状況

年次休暇平均年間取得数 9日5.52時間 年次休暇平均年間取得数 9日5.21時間 年次休暇平均年間取得数12日6.67時間 年次休暇平均年間取得数 14日4.52時間

取組
内容

夏季奨励年休６日を設け、年休取得の取得促進を図っ
たが、コロナ対策事業の増加に伴い目標を達成するこ
とができなかった。

夏季奨励年休を６日とし、年休取得促進を図ったが、
コロナ対策事業及びマイナンバーカード関連事業に伴
う時間外勤務の増加に伴い目標を達成することができ
なかった。

夏季奨励年休を６日として年休取得促進を図り、目標
を達成することができた。

夏季奨励年休を６日として年休取得促進を図り、目標
を達成することができた。

引き続き、夏季奨励年休を６日とし、働き方改革を進
める中で年休取得促進を図る。

数値
目標

公平委員会申立件数 0件 公平委員会申立件数 0件 公平委員会申立件数 0件 公平委員会申立件数 0件 公平委員会申立件数 0件

進捗
状況

公平委員会申立件数 0件 公平委員会申立件数 0件 公平委員会申立件数 0件 公平委員会申立件数 0件

取組
内容

係長試験の適正な実施に努め、申し立てはなかった
が、受験者数が減少した。

係長試験の適正な実施に努め、申し立て等もなかっ
た。

係長試験の適正な実施に努め、申し立て等もなかっ
た。

係長試験の適正な実施に努め、申し立て等もなかっ
た。

引き続き、過去の運用を踏まえ所要見直しを行うとと
もに、係長試験受検資格者への制度等の周知を図る。

数値
目標

懲戒処分件数 0件 懲戒処分件数 0件 懲戒処分件数 0件 懲戒処分件数 0件 懲戒処分件数 0件

進捗
状況

懲戒処分件数 0件 懲戒処分件数 2件 懲戒処分件数 0件 懲戒処分件数 0件

取組
内容

職員に対する倫理研修への派遣や庁内研修の実施し職
員の倫理意識の向上図るとともに、綱紀粛正通知を行
い注意喚起を行った。

職員に対する倫理研修への派遣や庁内研修の実施によ
り職員の倫理意識の向上を図ったが、懲戒処分案件が
発生してしまった。

職員に対する倫理研修への派遣や庁内研修の実施し職
員の倫理意識の向上図るとともに、綱紀粛正通知を行
い注意喚起を行った。

職員に対する倫理研修への派遣や庁内研修を実施して
職員の倫理意識の向上を図るとともに、綱紀粛正通知
を行い注意喚起を行った。

引き続き、新任職員等に対する倫理研修への派遣・実
施や綱紀粛正通知を随時発出し、注意喚起を促す。

数値
目標

月45時間超の時間外勤務を行う者の数　1人以下 月45時間超の時間外勤務を行う者の数　1人以下 月45時間超の時間外勤務を行う者の数　1人以下 月45時間超の時間外勤務を行う者の数　1人以下 月45時間超の時間外勤務を行う者の数　1人以下

進捗
状況

月45時間超の時間外勤務を行う者の数　3.66人 月45時間超の時間外勤務を行う者の数　6.08人 月45時間超の時間外勤務を行う者の数　2.58人 月45時間超の時間外勤務を行う者の数　5.66人

　(1) 職員の確保と育成の推進

行　　動　　年　　度

国保介護支援課

（新）国民健康保険事業の健全運
営
　国民健康保険制度の安定的な運営
を図るため、収入の確保に努めると
ともに、医療費の抑制に努める。

国保介護支援課

（新）介護保険事業の健全運営
　介護給付費が増加傾向にあるた
め、介護予防事業に積極的に取り組
むとともに、地域包括ケアシステム
の深化・推進に向け、地域支援事業
の拡充に取り組む。

担当課名 主に取り組む事項 区分

総 務 課

（継）職員の能力開発の支援
　人材育成型ジョブローテーション
を実施するとともに、自己申告制度
及び職員の自己選択研修支援制度の
活用を進める。また、外部研修や県
の職場研修等への派遣継続により人
材育成を図る。

総 務 課

（継）福利厚生事業の適正化
　国や他の地方公共団体との均衡を
保ちながら、休暇制度の有効活用や
ストレスチェック制度のスムーズな
導入を進めるなど、福利厚生事業の
適正化を図る。

総 務 課

（継）昇任・昇格制度の確立
　昇任昇格試験を適正に実施し、育
成型人事評価制度を活用すること
で、公平・公正で透明性の高い昇
任・昇格制度を確立する。

総 務 課

（継）職員倫理の向上
　職員倫理規定に基づき職員倫理の
向上を図る。
　また、公益通報制度を職員倫理の
向上につなげる。

総 務 課

（新）時間外勤務の縮減
　適切な業務マネジメント（業務分
担、進捗管理等）を行い、時間外勤
務の縮減に取り組み、職員の心身の
健康維持・増進を図る。
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第７次行政改革大綱推進計画進捗状況 資料１

取組
内容

コロナ対策事業に伴う時間外勤務の増加に伴い、目標
を達成には至らなかった。

コロナ対策事業及びマイナンバーカード関連事業に伴
う時間外勤務の増加に伴い、目標達成には至らなかっ
た。

他律的業務及び特殊業務の時間外や異動に伴う一時的
な時間外勤務増により目標達成には至らなかった。

他律的業務及び特殊業務の時間外や異動に伴う一時的
な時間外勤務増により目標達成には至らなかった。

引き続き、他律的業務や特殊業務を除く時間外の縮減
に向け、時間外の事前申請の徹底や業務効率化に向け
た事例紹介などを行い時間外の縮減を図る。

健康維持・増進を図る。
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第７次行政改革大綱推進計画進捗状況 資料１

数値
目標

提案件数 2件 提案件数 2件 提案件数 2件 提案件数 2件 提案件数 2件

進捗
状況

提案件数 18件 提案件数 18件 提案件数 7件 提案件数 11件

取組
内容

提案募集にあたり、グループウェア掲示板での他市町
の提案事例を掲載したことや、課長会議での周知、協
力依頼を行い、職員が提案をしやすい環境を構築し、
目標数値を大きく上回る結果となった。

提案募集に際し、他市町での提案事例を紹介するとと
もに、課長会議等での周知・協力依頼、庁内メール・
掲示板を活用して提案を促すことで提案しやすい環境
を整備し、前年度と同等の高水準の提案件数となっ
た。

提案募集にあたり、掲示板、課長会議での周知、協力
依頼を行い、職員が提案をしやすい環境を構築し、目
標数値を上回る結果となった。

提案募集にあたり、掲示板、課長会議での周知、協力
依頼を行い、職員が提案をしやすい環境を構築し、目
標数値を大きく上回る結果となった。

提案募集を行う際に、他市町での提案事例に加え、そ
の提案事例から実際に実現した事例等も具体的にを紹
介するとともに、引き続き課長会議等での周知・協力
依頼を行うことで、数多くの提案を促す。

数値
目標

管理的地位にある職員に占める女性割合　30％以上 管理的地位にある職員に占める女性割合　30％以上 管理的地位にある職員に占める女性割合　30％以上 管理的地位にある職員に占める女性割合　30％以上 管理的地位にある職員に占める女性割合　30％以上

進捗
状況

管理的地位にある職員に占める女性割合　18.9％以上 管理的地位にある職員に占める女性割合　16.7％以上 管理的地位にある職員に占める女性割合　19.4％以上 管理的地位にある職員に占める女性割合　16.7％以上

取組
内容

女性職員のキャリアアップ研修への派遣や受験しやす
くなった昇任試験の周知等を行ったが、目標達成には
至らなかった。

女性職員のキャリアアップ研修への派遣や受験しやす
くなった昇任試験の周知等を行ったが、目標達成には
至らなかった。

女性職員のキャリアアップ研修への派遣や受験しやす
くなった昇任試験の周知等を行い、女性係長や管理職
が増となったが、目標達成には至らなかった。

女性職員のキャリアアップ研修への派遣や受験しやす
くなった昇任試験の周知等を行ったが、目標達成には
至らなかった。

引き続き、女性職員にとって働きやすい環境整備を進
めるとともに、女性が活躍できることを図るととも
に、女性職員のキャリアアップに向けた支援を図る。

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

年度
計画

点検・見直し → → → →

進捗
状況

見直し 見直し 見直し 見直し

取組
内容

町民生活や地域経済を支援し、地域活力の活性に向け
た各種事業の推進を図るため、組織機構の見直しを実
施した。

業務の効率化と人員のバランスを点検し、組織機構の
見直しを実施した。

教育委員会事務局の事務分掌再編と、子育てに対する
相談支援強化や、時間外勤務の削減と事務課題への対
応のため、組織機構の見直しを実施した。

・財政管理課から車両や物品等に関する事務を総務課
総務係※へ移管
・総務課総務係を「総務係※」と「職員係」に分割

業務効率化と人員のバランスを点検し、組織機構の見
直しの必要性を検討する。

数値
目標

定員適正化計画職員数以下 定員適正化計画職員数以下 定員適正化計画職員数以下 定員適正化計画職員数以下 定員適正化計画職員数以下

進捗
状況

定員適正化計画職員数以下 定員適正化計画職員数以下 定員適正化計画職員数以下 定員適正化計画職員数以下

取組
内容

定員適正化計画に基づき計画的な採用を行った。ま
た、臨時職員の適正な配置を行った。

定員適正化計画に基づき計画的な採用を行った。ま
た、臨時職員の適正な配置を行った。

定員適正化計画に基づき計画的な採用を行った。ま
た、臨時職員の適正な配置を行った。

定員適正化計画に基づき計画的な採用を行った。ま
た、臨時職員の適正な配置を行った。

引き続き、定員適正化計画に基づき計画的な採用を行
う。また、会計年度任用職員の適正な配置や派遣の活
用に努める。

数値
目標

ラスパイレス指数 100%未満 ラスパイレス指数 100%未満 ラスパイレス指数 100%未満 ラスパイレス指数 100%未満 ラスパイレス指数 100%未満

進捗
状況

ラスパイレス指数 95.9% ラスパイレス指数 95.9% ラスパイレス指数 96.1% ラスパイレス指数 96.3%

取組
内容

人事院勧告を尊重し、手当の適正な見直しを実施し
た。

人事院勧告を尊重し、給料及び手当の適正な見直しを
実施した。

人事院勧告を尊重し、給料及び手当の適正な見直しを
実施した。

人事院勧告を尊重し、給料及び手当の適正な見直しを
実施した。

人事院勧告を尊重し、給料及び手当の適正な見直しを
実施する。

　(2) 組織力の向上

行　　動　　年　　度

企 画 広 報 課

（新）職員提案制度の活用推進
　既成の枠にとらわれない発想や、
日常業務において気づいた課題解決
等に係る提案を引き出し、職員の
チャレンジを生かせる制度運用を行
う。

総 務 課

（新）女性が活躍できる組織づく
り
　上郡町特定事業主行動計画に基づ
き、男女間に偏りがないよう配慮し
つつ、管理職ポストに女性職員を登
用するよう努める。

担当課名 主に取り組む事項 区分

総 務 課

（継）組織機構の見直し
　組織・機構の充実が図れるよう常
に点検をし、必要であれば見直しを
行う。
　また、組織横断的な課題に対応で
きるよう、必要に応じ委員会等を設
置する。

総 務 課

（継）定員管理の適正化
　『上郡町定員適正化計画』に基づ
き、適正な人事配置を行う。
　また、正職員の定員管理を進める
中で、会計年度任用職員等の適正な
配置に努める。

総 務 課

（継）給与の適正化
　国や他の地方公共団体との均衡を
保つとともに、本町の人事行政等を
考慮しながら、給料及び手当の見直
しを図る。
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第８次上郡町行政改革大綱（骨子案）

上郡町企画広報課
令和７年９月

資料２

1



第１章　行政改革大綱について

１　策定の趣旨

○少子高齢化、人口減少が進展する中、多様化・複雑化する町民ニーズへの対応

○社会変化に対応した効果的・効率的な行政運営

○行政手続オンライン化の推進

○公共施設の保有量の適性化・老朽化への対応

２　行政改革大綱の位置付け

総合計画
○基本構想：町の目指す将来像と、その実現に向けた基本方針や施策の大綱等を示したもの
○基本計画：基本構想に基づき、施策を体系的に定め、成果指標により進捗管理を行う

連
携

個別計画
○地域防災計画
○都市計画マスタープラン
○かみごおり こども・若者まんなかプラン　など

各施策を下支え

行政改革大綱及び推進計画

2



第２章　本町を取り巻く動向(1)

１　これまでの行政改革の取組
　昭和60年から現在まで７次にわたり行政改革大綱を策定して以来、第５次は「歳出面の合理化」
と「住民との協働と役割分担の推進」を、第６次は「行政サービスの質の向上」と「歳入の確保・
歳出の適正化」を、第７次は「健全な財政運営」と「質の高い行政運営」を基本方針の柱として取
組を進めてきた。
　第７次上郡町行政改革大綱が令和７年度をもって計画期間が終了することから、令和８年度を始
期とした、「第８次上郡町行政改革大綱」を策定する。

　○第７次行政改革大綱推進計画の主な取組と成果（令和３年度から令和６年度）
　・町全体の債務の抑制（一般会計ベース）　
　　町債残高　▲1,517,623千円

　・町有地の売却と有効活用
　　売却61,747千円、貸付50,796千円

　・使用料及び手数料の見直し
　　令和３年度に水道料金を改定

　・行政手続のオンライン化
　　電子化件数100件
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人口の推移（国勢調査）

第２章　本町を取り巻く動向(2)

２　現状と課題
　⑴人口推計
　　1995年（平成７年）に18,849人であった人口は令和２年に13,879人となり、25年間で26.4%減少。
　　「国立社会保障・人口問題研究所」の「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」による　
　と、2035年（令和17年）の将来人口推計は10,061人となり、今後も人口減少は進展する見込み。

　

　

　　　　　　

資料：令和2年(2020年）までの実績値は総務省国勢調査。令和7年（2025）年以降の推計値は、社人研「日本の地域別将来推計人口」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　

(人)

(年)
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第２章　本町を取り巻く動向(3)
　
　⑵財政状況
　　人口減少の進展に伴い町税収入の大幅な増加が見込まれない一方、高齢化の進展に伴う社会保
　障費の増加により、今後も厳しい財政状況となることが見込まれる。
　　地方債残高は着実に減少しているものの、依然として高い水準であることから、今後も残高の 
  圧縮に向けた取組が必要。

　

　⑶公共施設
　　公共建築物は昭和50年代から昭和60年代初頭にかけて、学校教育系施設をはじめ集中的に整備　　
　されており、この期間に整備された施設は延床面積で47,865 ㎡、全体の約47％を占めている。
　　人口減少、少子高齢化に対応した、施設の複合化・長寿命化・有効活用など様々な方策を視野
　に入れ、公共施設等のあり方を財源や安全性を見極めながら検討していくことが求められる。
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一般会計における地方債残高の推移　（単位：百万円）
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第３章　行財政改革の取り組み(1)

１　基本方針
　住民ニーズの多様化や高度情報化社会の到来など社会環境の変化に対し限られた経営資
源（ヒト・モノ・カネ）を効率的かつ効果的に活用するため、「行政サービスの最適化」
「デジタル技術の活用」「健全な財政運営」に一体的に取り組み、持続可能な行政運営の
実現を目指す。

２　取組の方向性
　⑴将来を見据えた行政サービスの最適化
　　①行政組織の最適化
　　　事務事業の見直し、組織機構の見直しと適正な定員管理の推進
　　②質の高い行政サービスの実現
　　　人材育成の充実、住民サービスの向上
　　③新しい働き方の推進
　　　時間外勤務の縮減、ワーク・ライフ・バランスの実現
　　④多様な主体との連携
　　　民間活力の推進、住民参画による協働のまちづくりの推進
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第３章　行財政改革の取り組み(2)

　⑵デジタル技術活用の推進
　　①フロントヤード改革の推進
　　　住民サービスの利便性向上と窓口業務の効率化
　　②ICTを活用した業務の効率化
　　　生成AIやRPA等の活用による企画立案や生産性の向上
　　③情報システムの標準化・クラウド化
　　　情報システム標準化法に基づくシステム移行及びその他システムのクラウド化
　　④地域社会のデジタル化
　　　デジタル技術を活用した地域課題の解決、デジタルデバイド対策

　⑶健全な財政運営
　　①中長期的な財政の健全化
　　　地方債残高の圧縮、基金残高の確保
　　②自主財源の確保
　　　使用料及び手数料の見直し、ふるさと納税の推進
　　③公営企業等の経営健全化
　　　「経営戦略」に基づく健全な経営の維持
　　④公共施設の適正管理の推進
　　　公共施設等ファシリティマネジメントの推進
　　⑤民間活力を活かした施設整備や管理運営の推進
　　　民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用する
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３　計画期間

年  度 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

総合計画
基本構想

基本計画

行政改革大綱

第３章　行財政改革の取り組み(3)
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■上郡町第８次行政改革大綱策定スケジュール

（１）委員の選任

（２）現行計画の進捗状況の確認

担当者会議の開催

推進計画の時点更新

（３）第８次行政改革大綱の素案作成

計画骨子の作成

計画素案の作成・補修正

推進本部会議の開催

（４）行財政組織等審議会の開催

現行計画の検証等

計画案の審議

（５）パブリックコメントの実施

結果のとりまとめ

（６）議会への報告

（７）記者発表・公表

令和７年度

５月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

（随時）

資料３



参考資料１



参考資料２



参考資料３


















